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The present state and problems of collaboration with medical, nursing and welfare profession for elderly person 









る 200 人で，108 人より回答（すべて有効）を得た．対象者の主な属性は，平均年齢が 44.4±11.2 歳，勤務




































































数に 1 を，「弱い」には人数に 2 を，「普通」には人














































対象者の年齢は 23 歳から 69 歳に渡っており，平
均年齢は 44.4 ± 11.2 歳であった．年代は，「20 代」が
12.0％，「30 代」が 20.4％，「40 代」が 33.3％，「50 代」
が 23.1％，「60 代」が 10.2％，「不明」が 1.0％であった．
性別は，「男性」21.3％，「女性」78.7％であった．
回答が多かった所属部署は，デイサービスセンター











であり，「現職場における勤務年数」は 5.9 ± 4.9 年，「現
職種になってからの期間」は 6.8 ± 5.5 年であった．
現在保持している資格（複数回答）については，多
い上位 5 番は，介護福祉士 56 人（51.9％），ホームヘ
ルパー 47 人（43.5％），ケアマネジャー 37 人（34.3％），
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の頻度は，「ほぼ毎日」39 人（36.1％），「月 2 ～ 3 回」
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を 4 つの因子に分類すると，項目 1 ～ 3 の 3 項目が「情
報の共有化」，項目 4 ～ 6 の 3 項目が「他機関との業務
協力」，項目 7 ～ 12 までの 6 項目が「関係職種との交流」，
項目 13 ～ 15 までの 3 項目が「連絡業務の処理と管理」
となる．
因子毎の加重平均値により比較すると，「情報の共有
化」3 項目は 2.74 ～ 3.10（平均 2.93）であり，最も高か
った．「関係職種との交流」7 項目は 2.05 ～ 2.76（平均
2.37）と「他機関との業務協力」2.24 ～ 2.74（平均 2.36）
はほぼ等しかった．最も低かったのは「連絡業務の処理























































い」が，「満足している」を約 2 倍上回り，約 2/3 が「ど
ちらでもない」と回答したことは，現状改革の必要性を
示す結果である．
4）連携活動の状況については，「情報の共有化」が最も
高かったが，他市に比べて「関係職種との関係」が比較
的良好であることが示唆された．
5）自由記載の項目において，連携のシステム構築に活
用すべき多くの有用かつ貴重な意見や提言が得られた．
6）在宅高齢者ケア事業所，行政機関，教育の場が，連
携を密にして，相互協力することが重要であると結論さ
れた．
なお，本論文の一部は，関西福祉大学　地域社会福祉
政策研究所　平成 23 年度報告書にて報告した．
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